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２Ｃ０３ 

サービス・エコシステムの形成を考慮した IT サービス構築モデルの提案 

――IaaS 提供企業の事例研究―― 

 

〇番家 賢一朗，内平 直志(北陸先端科学技術大学院大学) 

 

1. 背景と課題 

近年，IT の領域では，ハードウェアやソフトウェ

アを組み合わせたシステムを構築するケースだけで

はなく，パブリッククラウドのような IT サービスを

利用するケースも一般的となりつつある。 

このような状況において，IT サービスの利用者は，

迅速に変化するビジネス環境に応じて，自身が利用

する IT サービスも柔軟に変更できることを期待し

ている。他方，IT サービス提供者は，ITサービスの

構築工数低減や品質確保のため，IT サービスの標準

化に努めるが，多数の IT サービス利用者が持つ様々

な要件に応じるためには，IT サービス利用者ごとに

個別対応を迫られるケースもあり，IT サービスの生

産性向上と品質確保が困難である。 

 

2. 先行研究 

従来の IT システム構築モデルとしては，要件定

義・設計・テストなどの各工程が完了後，次の工程

へ進むウォーターフォールモデル [1]や，各工程を

重なり合うように実施することで製品開発の柔軟性

や開発スピード向上を図るスクラム [2]や，XP プロ

グラミング [3]，サービス提供中に機能拡張・改良

を実施するブルーグリーンデプロイメントやカナリ

アリリース [4]などもある。これらのモデルは従来

型のソフトウェア・IT システム開発や，単独の組織

での開発では有効であるが，自組織以外の関係性を

考慮した構築モデルへ発展する余地がある。 

他方，他組織との関係性に着目した研究としては，

プラットフォーム企業と，それを補完する企業との

ビジネス・エコシステムの重要性を示した研究 [5] 

[6]や，ビジネス・エコシステム内のコイノベーショ

ン・リスクとアダプテーション・リスクを低減する

手法として MVP(Minimum Viable Product)を提唱し

た研究 [7]や，サービス・ドミナント・ロジックに

おけるアクター間で価値を創造するサービス・エコ

システムの存在を示した研究 [8]や，サービス・エ

コシステムをプロジェクトマネジメントに応用した

研究 [9]もあるが，これらの成果を IT サービス構

築モデルに応用した研究は,管見の限り存在しない。 

 

3. 研究の目的 

本研究の目的は，サービス・エコシステムの形成

や活用を考慮した IT サービス構築モデルを提案し，

IT サービス提供者の生産性向上や，個別対応低減に

よる品質確保に寄与することである。また，本研究

を進める上で対象とする領域は，CPU，メモリ，スト

レージなどの IT 基盤部分のみをサービスとして提

供し，他の ITサービスとも組み合わせて利用する可

能性が高い，IaaS(Infrastructure as a Service)を

対象とする。 

 

4. 事例研究 

 本研究では，物理的なハードウェアから仮想的な

サーバに論理分割する仮想化基盤までをサービスと

して提供する IaaS の領域において，Canalys や

Gartner などの調査会社が提示している調査結果 

[10] [11]で，世界規模で高いシェアを占めている，

Amazon Web Services(以後，AWS と略す)，Microsoft 

Azure，Google Cloud Platform(以後，GCP と略す)

を事例研究対象とし，IaaS を活用した IT システム

構築モデルの検討を行う。はじめに，NIST(National 

Institute of Standards and Technology)が定義し 
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表 1 NIST が定義するクラウドコンピューティングの特徴と調査対象での主な機能 

クラウド 

コンピューティ

ングの特徴 

AWS Microsoft Azure GCP 

オンデマンド・ 

セルフサービス 

・AWS マネージドコンソール 

・AWS CLI(Command Line Interface) 

・ 各 種 プ ロ グ ラ ミ ン グ 言 語 向 け

API(Application Programming 

Interface)や SDK(Software Development 

Kit)の提供 

・Microsoft Azure Portal 

・Azure CLI / Azure PowerShell 

・各種プログラミング言語向け API や SDK

の提供 

・Google Cloud Platform Console 

・gcloud コマンドラインツール 

・Google Cloud クライアントライブラリ

幅広い 

ネットワーク 

アクセス 

・AWS マネジメントコンソール，AWS コン

ソールモバイルアプリなどを利用して，

多様なクライアント端末から操作可能。

・構築した仮想マシンは，SSH(Secure 

Shell)や RDP(Remote Desktop Protocol)

などのプロトコル経由で接続可能。 

・Microsoft Azure Portal や Azure Mobile 

App 経由で，多様なクライアント端末から操

作可能。 

・構築した仮想マシンは，SSH や RDP などの

プロトコル経由で接続可能。 

・Google Cloud Platform Console や

Cloud Console モバイルアプリ経由で，多

様なクライアント端末から操作可能。 

・構築した仮想マシンは，SSH や RDP など

のプロトコル経由で接続可能。 

リソースの共用 多数の利用者が同じコンピュートリソー

スを共用。ただし，各利用者は Xen とい

う仮想化基盤により，論理的に分割。 

多数の利用者が同じコンピュートリソース

を共用。ただし，各利用者は Hyper-V という

仮想化基盤により，論理的に分割。 

多数の利用者が同じコンピュートリソー

ス を 共 用 。 た だ し ， 各 利 用 者 は

KVM(Kernel-based Virtual Machine)とい

う仮想化基盤により，論理的に分割。 

スピーディな 

拡張性 

・AWS マネジメントコンソールや AWS CLI

などを使用し，数分～数十分程度で仮想

マシンデプロイ可能。 

・ AWS の機能のひとつである Auto 

Scaling で指定した条件が成立した場合，

仮想マシンの増減を自動実行。 

・ Microsoft Azure Portal や Azure 

CLI/Azure PowerShell などを使用し，数分

～数十分程度で仮想マシンデプロイ可能。

・Microsoft Azure の機能のひとつである仮

想マシンスケールセットで指定した条件が

成立した場合，仮想マシンの増減を自動実

行。 

・Google Cloud Platform Console や

gcloud コマンドラインツールなどを使用

し，数分～数十分程度で仮想マシンデプ

ロイ可能。 

・GCP の機能のひとつである Autoscaler

で指定した条件が成立した場合，仮想マ

シンの増減を自動実行。 

サービスが計測

可能であること 

・AWS マネジメントコンソールでのサー

ビス利用料の確認 

・Amazon CloudWatchによるサービス監視

・Microsoft Azure Portal でのサービス利

用料の確認 

・Azure Monitor によるサービス監視 

・Google Cloud Platform Console でのサ

ービス利用料の確認 

・Stackdriver によるサービス監視 

参照元 https://aws.amazon.com/jp/ https://azure.microsoft.com/ja-jp/ https://cloud.google.com/?hl=ja 

 

たクラウドコンピューティングが持つ特徴 [12]を

調査した。その結果を表 1 に示す。各 IaaS によっ

て提供する機能や実装方法には違いはあるが，すべ

ての IaaS は，NIST が定義するクラウドコンピュー

ティングの特徴を概ね満たしており，これだけでは

各 IaaS がどのような施策を用いて IT サービスの提

供を工夫しているか把握することが困難である。こ

のことから，NIST が定義する特徴以外に，各 IaaS の

パートナー企業や IT サービス利用者にも着目した

事例研究を実施し，各 IaaS がサービス・エコシステ

ムをどのように役立てているかを明確にする。 

 

4.1 AWS の事例 

4.1.1 AWS の概要 

 AWS は，2000 年代前半に Amazon.com の IT インフ

ラ基盤の構築を起源としている [13]。それまでの

Amazon.com は，Obidos というウェブシステムで稼働

していたが，「大きな一枚岩の『巨大な泥だんご』」 

[14]状態になっており，スケール不可能な状態にな

っ て い た 。 そ の 状 況 を 是 正 す る た め ，

API(Application Programming Interface)を基にし

たサービス指向アーキテクチャを構築し，「スラング

ラーアプリケーション」というパターンを使って，

新機能を継続的に提供しつつ，一枚岩の Obidos アー

キテクチャを漸進的にサービス指向アーキテクチャ

に移行した。このように，Amazon.com 内でノウハウ

を蓄積したサービス指向のインフラストラクチャは，

ウェブサービスという形態で，Amazon.com に限らず

一般にも提供する AWS として，2006 年に開始した 

[15]。 

 2017 年 8 月時点では，16 の地理的リージョンを

世界中に有し，近日中にも中国，フランス，香港，
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スウェーデン，米国政府向けのリージョンを新設す

る予定である [16]。また，2015 年には 722 に及ぶ

多数のサービスの機能改善や新たなサービスを，サ

ービス稼働中にも関わらず実施している点も特徴で

ある [17]。 

 

4.1.2 AWSが形成するサービス・エコシステ

ムの特徴 

 AWS の 1 点目と特徴として，AWS Partner 

Network(以下，APN と略す)というパートナー制度が

ある [18]。APN には，AWS のサービスを組み合わせ，

利用者が抱えている課題解決や要件を満たすコンサ

ルティングパートナーと，AWS 上で利用可能なソフ

トウェアを提供するテクノロジーパートナーという，

2 種類のパートナーが存在する。コンサルティング

パートナーでは，AWS を使用している利用者からの

推薦数，AWS が準備する認定コースの受講や評価テ

ストを基にしたパートナー認定件数，3 カ月平均で

の AWS の利用料を一定以上満たすと，満たした条件

に応じてスタンダード，アドバンスト，プレミアと

いうランクを設定している。また，テクノロジーパ

ートナーについても，コンサルティングパートナー

と類似の要件を設定し，満たした要件に応じて，ス

タンダードとアドバンストのランクを設定している。 

AWS はパートナー企業にこれらの要件を課し，AWS

が提供するサービスの利用促進と知識習得を促す一

方，パートナーのランクに応じて，概念検証用の AWS

無料利用資格の付与や，AWS のインストラクターに

よるトレーニングのバウチャー取得資格，APN コン

ピテンシープログラム，AWS のソリューションウェ

ブページでのパートナー企業の紹介などの特典を提

供する。このような制度を基に，日本だけでも約 300

を超えるパートナー企業が存在し，一部のパートナ

ー企業は，AWS が標準提供している範囲では利用者

の要求に応えられない，例えば円建て決済，AWS 構

築代行・運用代行サービスなどの付加価値を自律的

に提供し，エコシステムを形成している。 

 AWS の 2 点目の特徴として，資格制度を通した人

材育成を挙げることができる。AWS は，ソリューシ

ョンアーキテクト，開発者，SysOps という 3つの技

術領域の資格制度を準備し，各領域はアソシエイト

とプロフェッショナルの難易度を設定している。こ

れらの資格を通して，AWS，パートナー企業，利用者

が共通した AWS の知識を持つことを促している。 

 AWS の 3 点目の特徴として，AWS のノウハウを共

有する媒体の提供がある。例えば，AWS には AWS 

CloudFormation という，一度 AWS 上で構築した環境

をテンプレート化し，そのテンプレートを自組織だ

けでなく他の利用者とも共有可能なサービスを提供

している。また，テクノロジーパートナーが開発し

たソフトウェアを AWS MarketPlace で購入し，利用

者が構築する AWS の環境にそのまま適用することも

可能である。加えて，ナリッジセンターによる Q&A

情報の閲覧や，JAWS-UG(AWS Users Group - Japan)

というユーザグループでの勉強会，AWS クラウドサ

ービス活用資料集や AWS ESP(Ecosystem Solution 

Pattern)カタログによる事例紹介，AWS の利用者間

で共通したシステム構成図の作成を支援する AWS 独

自のシンプルアイコンの提供，AWS Summit による新

サービスの紹介など，AWS，パートナー企業，AWS 利

用者がノウハウを共有する場を提供している。 

 

4.2 Microsoft Azure の事例 

4.2.1 Microsoft Azure の概要 

 Microsoft Azure は，マイクロソフトが 2008 年に

提供を開始した，ハードウェア，OS などの基本ソフ

トウェア，ミドルウェアまでをサービスとして提供

する PaaS(Platform as a Service)型サービスの

Windows Azure を起源とする [19]。Windows Azure

提供当初は，マイクロソフトのソフトウェアとサー

ビスを提供するプラットフォームとして，Microsoft 

Office Live，Windows Live，SharePoint Online，

Dynamics CRM Online や，.NET Services や SQL 

Services などをサービスとして提供し [20]，2013

年には IaaS も正式に提供を開始したした [19]。

2017 年 8 月時点では，38のリージョンが稼働し，現

在フランス，南アフリカにそれぞれ 2 リージョン追

加する計画がある [21]。 
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 サービス提供当初は，自社製品のサービス化が中

心だった Microsoft Azure だが，最近では Linux の

提供や自社製品以外のサービス開発などにも取り組

んでいる。 

 

4.2.2 Microsoft Azure が形成するサービ

ス・エコシステムの特徴 

 Microsoft Azureでも，パートナー制度(Microsoft 

Partner Network)やマイクロソフト認定ソリューシ

ョンエキスパートという資格制度(MCSE: Cloud 

Platform and Infrastructure)，Microsoft Azure 

Marketplace や，多数の事例紹介や Knowledge 

Center による Q&A 対応，JAZUG(Japan Azure User 

Group)というユーザグループの存在など，AWS と同

等のエコシステムを形成している。 

また，Microsoft Azure 独特の取り組みとして，

Microsoft BizSparkというスタートアップ支援プロ

グラムがあり，設立 5 年未満のスタートアップ企業

や，法人化を目指す起業家などを対象に，最大$9,000

相当の Microsoft Azure を 1 年間無償利用すること

ができ，テクニカルサポートも最大 10 インシデント

まで無償利用可能である。また，BizSpark の上位プ

ログラムである BizSpark Plus の条件を満たすと，

最大$120,000相当の Microsoft Azureを 2年間無償

で利用可能にするなど，スタートアップをターゲッ

トとした利用者の獲得に取り組んでいる。 

 

4.3 GCP の事例 

4.3.1 GCP の概要 

 GCP は，2008 年に Google が提供した，Google App 

Engine(以下，GAE と略す)を起源とするサービスで

ある。GAE 提供当初は，利用者が Python や Java な

どのプログラミング言語で記述したプログラムを実

行する環境を PaaS 型で提供するサービスが中心で

あったが，利用可能な言語の制約や，GAE 独自のデ

ータベースを使用しなければならないという PaaS

特有の課題を解決するために，2013 年末に Google 

Compute Engine として，正式に IaaS をリリースし

た [22]。その後，Google が提供するクラウドサー

ビスの総称を GCP と定義した。 

 GCP を提供するリージョンは，2017 年 8 月時点で

世界に 7つ [23]しかないが，Gmail や YouTube など

の Google が提供するサービスと同じインフラスト

ラクチャを GCP でも利用することができるため，

Google と同じ高品質かつ高性能なインフラストラ

クチャを利用できる点が GCP の強みである。 

 

4.3.2 GCPが形成するサービス・エコシステ

ムの特徴 

 AWS や Microsoft Azure と比較すると，パートナ

ー企業や事例紹介などの件数自体は少ないが，テク

ノロジーパートナーとサービスパートナーという 2

種類のパートナープログラムを準備している。また，

資格制度についても，クラウドアーキテクト，デー

タエンジニア，G Suite(Google が提供する Gmail や

各種オフィススイートサービスの総称)管理者とい

う 3 種類の資格を準備している。加えて，

GCPUG(Google Cloud Platform User Group)という

ユーザグループも形成している。 

 GCP の特徴としては，米国リージョンの一部サー

ビスにおいて，一定の条件下であれば無料で永続的

に使用することが可能である。AWS や Microsoft 

Azure では，一時的な無償試行期間はあるが，一定

条件下で永続的に無料使用可能な制度は，GCP 独自

の取り組みであり，スタートアップや学生などの将

来積極的に IaaS を利用可能性のある利用者の取り

込みや，その他利用者が検証環境を構築し，そのま

ま本番環境への移行が期待できる。 

 

5. 考察 

 IaaS 企業の事例研究から，高品質・多機能なサ

ービスを世界規模で提供している点が強みであるこ

とは自明であるが，IT サービスの強みだけでなく，

(1)高度に制度化したパートナープログラムによる

サービス・エコシステム形成の制度設計，(2)資格制

度による人材育成，(3)一度構成した環境を他者とも

共有するコード・サービスの提供や，事例集やイベ

ント・勉強会・ユーザグループの形成などを通した 
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図 1 サービス・エコシステムの形成を考慮した IT サービス構築モデル 

 

ナレッジを共有する場の形成を図り，サービス・エ

コシステムの形成を積極的に支援していることが明

らかになった。 

 

6. サービス・エコシステム形成を考慮し

た IT サービス構築モデルの提案 

 5 章で得た発見事実を基に，本研究で提案する IT

サービス構築モデルを図 1 に示す。 

はじめに，ITサービスの構築に着手する前に，IT

サービス提供者は事前に IT サービス利用者を特定・

獲得し，IT サービス利用者が必要とする最小限のサ

ービス範囲を MVS(Minimum Viable Service)として

定義し，構築スコープを確定する(定義フェーズ)。 

 一般的な構築手法では，要件定義確定後に IT サー

ビスの構築に着手するが，我々の提案するモデルで

は，IT サービス提供者で対応するサービス構築や運

用とパートナー企業や IT 利用者に期待する業務と

の境界を検討し，IT サービス提供者がパートナー企

業や IT サービス利用者に期待する業務の支援施策

を具現化する(サービス・エコシステム形成フェー

ズ)。支援施策の具体例としては，形成するサービス・

エコシステムが小規模になる初期構築時には，IT サ

ービス提供者にとって負担の少ない勉強会やユーザ

グループなどのナレッジを共有する場の形成に努め，

サービス・エコシステムの形成を促進するパートナ

ー企業や IT サービス利用者が閲覧可能なナレッジ

を共有する Web システムの構築準備なども可能であ

る。他方，図 1 に示した 4つの構築フェーズを数回

以上実施し，提供する IT サービスやサービス・エコ

システムの規模が拡大した場合には，ITサービスの

ナレッジを共有できる仕掛け作りだけではなく，サ

ービス・エコシステムを更に拡張する制度設計や人

材育成方針の策定を実施する。 

 サービス・エコシステムの形成フェーズを終えた

後，サービス・エコシステムに提供可能な API・SDK

の整備を中心とした IT サービスの構築を実施し(IT

サービス構築フェーズ)，パートナー企業や IT 利用

者を含めた IT サービスのデリバリ準備を進める(デ

リバリフェーズ)。 

この 4 つの構築フェーズを短期間で継続的に実施

し，IT サービスの機能を徐々に拡張すると共に，サ

ービス・エコシステムの拡大と成長を積極的に支援

する。 

 

7. まとめと今後の課題 

 本研究では，IaaS による IT システム構築が一般

(1) 構築する IT サービスに対してフィードバックを

もらえる IT サービス利用者の特定・獲得 

(2) MVS(Minimum Viable Service)の定義 

(1) IT サービス提供者で対応する業務とパートナー企業や

IT サービス利用者に期待する業務の明確化 

(2) パートナー企業や IT サービス利用者への支援具現化 

      1.サービス・エコシステム形成の制度設計 

      2.人材育成 

      3.ナレッジ共有を図る場の形成 

(1) MVS を実現する API や SDK を中心としたサービス設計

(2) サービス基盤の設計・構築 

(3) パートナー企業や IT サービス利用者支援施策に 

    必要な機能の構築 

(1) デリバリテスト 
(2) 自組織や特定の IT サービス利用者に限定した公開

(3) フィードバックを基にした修正 

(4) フィードバック内容のノウハウ化・共有 

(5) IT サービスの公開 

2. サービス・エコシステム形成フェーズ 1. 定義フェーズ 

4. デリバリフェーズ 3. IT サービス構築フェーズ 
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的になる中，IT サービスの設計・開発は既存の構築

モデルを継続して使用していては，IT サービスの利

用者の多様でビジネス環境の変化に伴う要件変更に

IT サービス提供者が対応できない課題を提起した。

また，既存のソフトウェアやシステム開発手法や，

ビジネスモデルのみでは，この課題を解決すること

が困難であることも示した。 

 本研究では，この課題を解決するために， IaaS を

提供する企業が形成するサービス・エコシステムを

中心に事例研究を実施し，その調査結果を基に，サ

ービス・エコシステムの形成を考慮した IT サービス

の構築モデルを提案した。 

 今後は，IaaS 提供企業，パートナー企業，サービ

ス利用者を対象としたインタビューを実施し，実務

での利用に耐えうる IT サービス構築モデルの更な

る具現化を図る予定である。 
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